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その他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

2022年 3月 25日付で、当社のその他の関係会社である日本製鉄株式会社が、下記のとおり

「その他の関係会社」に該当しないことになりましたので、お知らせいたします 

 

記 

 

 

１．異動に至った経緯 

  2022年 3月 25 日付で、日本製鉄株式会社が保有する当社株式を一部売却した結果、当社に

対する議決権所有割合が低下し、当社は同社の持分法適用関連会社に該当しないこととなり

ました。これに伴い、同社は当社のその他の関係会社に該当しないこととなりました。 

  日本製鉄株式会社とは 2015 年 5 月に資本・業務提携を締結し、自動車産業における車体軽

量化ニーズの高まりに対応すべく、自動車の車体骨格部品への超ハイテン材等の適用に関す

る共同研究等を継続的に実施してまいりました。今後も双方にとって、車体軽量化に資する技

術・製品開発を行うための重要なパートナーであることに変わりはありません。なお、同社は

引き続き当社の筆頭株主であります。 

 

２．異動したその他の関係会社の概要 

(1) 名称 日本製鉄株式会社 

(2) 所在地 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 橋本 英二 

(4) 事業内容 製鉄、エンジニアリング、ケミカル・マテリアル、システムソリューショ

ンの各事業 
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(5) 資本金 419,524百万円 

(6) 設立年月日 1950年 4月１日 

(7) 連結財務指標(IFRS)  

 資本合計 3,131,387百万円(2021年 3月 31日) 

 資産合計 7,573,946百万円(2021年 3月 31日) 

(8) 大株主及び持株比率 

(2021年 9月 30日現在) 

株主名 持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 13.8％ 

㈱日本カストディ銀行（信託口） 5.3％ 

日本生命保険(相) 

（常任代理人日本マスタートラスト信託銀行㈱） 

2.7％ 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 

（常任代理人㈱みずほ銀行決済営業部） 

1.7％ 

明治安田生命(相) 

（常任代理人 ㈱日本カストディ銀行） 

1.5% 

㈱みずほ銀行 

（常任代理人㈱日本カストディ銀行） 

1.3％ 

住友商事㈱ 1.3％ 

日本製鉄グループ従業員持株会 1.2％ 

JP MORGAN CHASE BANK 385781 

（常任代理人㈱みずほ銀行決済営業部） 

1.1% 

三菱 UFJモルガン・スタンレー証券㈱ 1.1％ 

(9)上場会社と当該株主 

の関係 

資本関係 当該会社は、2021年 12月 31日現在、当社の発行済株式総

数の 17.402％に相当する 7,831,000株を保有しておりま

す。 

人的関係 当該会社の執行役員１名が、当社社外取締役を兼務しており

ます。なお、2022年 3月 25日付で当社社外取締役を辞任い

たします。 

取引関係 当社は、当該会社より原材料等を、商社を経由して得意先か

ら支給を受けております。また、当社と当該会社との間にお

いて、2015年 5月 22日付で戦略的業務提携に関する覚書を

締結しております。 

 

  



３．日本製鉄株式会社の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 属性 議決権の数（議決権所有割合）（注） 

直接所有分 間接所有分 合計 

異動前 
その他の関係会社 

78,310個 

（17.43％） 

０個 

（0.00％） 

78,310個 

（17.43％） 

異動後 
－ 

66,920個 

（14.90％） 

０個 

（0.00％） 

66,920個 

（14.90％） 

（注）議決権所有割合は、2021年 12月 31日時点の総議決権数 449,178個を基準として算出し、小数点

第３位以下を四捨五入して表記しています。 

 

４．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無 

  該当事項はありません。 

 

５．今後の見通し 

  今回のその他の関係会社の異動に伴う当社業績への影響はありません。 

 

以上 

 

 


